
八街市低入札価格調査制度実施要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、八街市が発注する工事又は製造その他の契約締結にあた

り、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１０第１

項に規定する予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込みをした

者（以下「最低価格申込者」という。）又は同施行令第１６７条の１０の

２第２項に規定する落札者となるべき者（以下「落札者となるべき者」と

いう。）の当該申込みに係る価格によっては、その者により当該契約の内

容に適合した履行がされないおそれがあると認めたときの調査を行い、そ

のうえで落札者を決定する制度（以下「低入札価格調査制度」という。）

の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。

（対象工事等）

第２条 市長は、工事又は製造その他についての請負の契約を、競争入札によ

り当該契約を締結しようとする場合において、必要があると認めるときは

低入札価格調査制度の対象（以下「対象工事等」という。）とする。

（調査基準価格）

第３条 市長は、工事又は製造その他の請負契約に係る競争入札において、契

約の相手方となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の

内容に適合した履行がされないおそれがあると認めるときの基準となる価

格（以下「調査基準価格」という。）を次の各号により定めるものとす

る。

(1) 予定価格算出の基礎となった次に掲げる額の合計額に、１００分の１

１０を乗じて得た額とする。ただし、その額が予定価格に１００分の９

２を乗じて得た額を超える場合にあっては予定価格に１００分の９２を

乗じて得た額とし、予定価格に１００分の７５を乗じて得た額に満たな

い場合にあっては予定価格に１００分の７５を乗じて得た額とする。な

お、算出にあたっては別表第１及び別表第２に留意するものとする。

ア 直接工事費の額に１００分の９７を乗じて得た額



イ 共通仮設費の額に１００分の９０を乗じて得た額

ウ 現場管理費の額に１００分の９０を乗じて得た額

エ 一般管理費の額に１００分の６８を乗じて得た額

(2) 工事等の性質上前号の規定により難いものについては、前号に規定す

る算出方法にかかわらず、予定価格に１００分の９２を乗じて得た額か

ら予定価格に１００分の７５を乗じて得た額の範囲内で定めることがで

きる。

２ 市長は、前項の調査基準価格を下回る入札のうち、契約の内容に適合した

履行が確保できない蓋然性が高いものとして、調査を行うことなく当該入

札者を失格とする基準（以下「価格による失格基準」という。）及び契約

内容に適合した履行がされないおそれがあると認めるか否かの調査につい

ての判定基準（以下「価格以外の失格基準」という。）を別に定めるもの

とする。

（予定価格を記載した書面への調査基準価格等の記載）

第４条 入札担当課長は、対象工事等の入札を行うときは、予定価格を記載し

た書面に調査基準価格、当該調査基準価格に１１０分の１００を乗じて得

た額、価格による失格基準及び当該価格による失格基準に１００分の１１

０を乗じて得た額を記載するものとする。

（内訳書の提出）

第５条 対象工事等の入札に参加しようとする者は、当該入札に関し、入札価

格決定の根拠となった積算金額の内訳書（以下「内訳書」という。）を入

札書とともに提出しなければならない。

２ 内訳書の提出がない者又は入札価格と合致しない内訳書を提出した者が行

った入札は、無効とする。

（入札参加者への周知）

第６条 入札担当課長は、対象工事等の入札を行うときは、一般競争入札の公

告、指名競争入札の指名通知に次の各号に定める内容を記載しなければな

らない。

(1) 当該入札は、低入札価格調査制度の対象となる入札であり、調査基準



価格が設定されていること。

(2) 調査基準価格を下回る入札が行われた場合は、落札の決定を保留し、

その入札価格によって契約内容に適合した履行がなされるか否かを調査

し、後日落札の決定があれば速やかに全入札者に通知すること。

(3) 調査基準価格を下回る入札を行った者は、最低価格申込者又は落札者

となるべき者であっても必ずしも落札者とならない場合があること。

(4) 調査基準価格を下回る入札を行った者は、事後の事情聴取に協力しな

ければならないこと。

また、事情聴取に協力しない者の入札は無効とすること。

(5) 内訳書の提出がない者又は入札価格と合致しない内訳書を提出した者

が行った入札は、無効とすること。

(6) 調査基準価格を下回る価格をもって入札した者との契約に係る契約の

保証の額は、請負代金額の１０分の３以上とすること。

(7) 調査基準価格を下回る価格をもって入札した者との契約に係る前払金

は、請負代金額の１０分の２以内とすること。

（調査基準価格を下回る価格による入札）

第７条 入札担当課長は、競争入札の結果、最低価格申込者又は落札者となる

べき者の入札価格が調査基準価格を下回る場合は、当該全入札者に対して

落札の保留を宣言するものとする。なお、入札価格が、第３条第２項によ

り別に定める価格による失格基準に満たない場合は、当該入札者を失格と

する。

２ 前項により落札を保留した場合は、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２３４条第３項ただし書きの規定による調査を実施した後、落札者

を決定する旨を告げて、当該入札を終了するものとする。この場合におい

て、入札担当課長及び工事担当課長は、最低価格申込者又は落札者となる

べき者について、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがある

と認めるかどうかを速やかに調査するものとする。

（八街市建設工事等指名業者選定審査会への付議）

第８条 入札担当課長は、前条の調査結果を八街市建設工事等指名業者選定審



査会（以下「選定審査会」という。）に提出し、その意見を求めなければ

ならない。

（落札者の決定及び通知）

第９条 入札担当課長は、選定審査会の意見を踏まえ、第７条の入札価格によ

り契約の内容に適合した履行がされると認めたときは、直ちに最低価格申

込者又は落札者となるべき者を落札者と決定し、入札結果を全入札参加者

に通知するものとする。

２ 入札担当課長は、選定審査会の意見を踏まえ、第７条の入札価格により契

約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認めたときは、最低価

格申込者又は落札者となるべき者を落札者とせず、当該最低価格に次いで

低い価格又は八街市総合評価一般競争入札実施要綱に基づく最も高い評価

値に次いで高い評価値（予定価格の制限内で調査基準価格以上の価格又は

調査基準価格未満の価格であっても、前２条及び前項の手続きを経て入札

担当者が当該価格によって契約の内容に適合した履行がされると認めるも

のに限る。）の入札者（以下「次順位者」という。）を落札者として決定

し、最低価格申込者又は落札者となるべき者に対しては落札者としない旨

の通知を行うとともに、次順位者を除く他の入札者に対しては次順位者が

落札者となった旨を通知するものとする。

（適正な施工の確保）

第１０条 調査基準価格を下回る価格で入札した者を落札者とした場合におい

ては、適正な施工を確保するため次の各号に掲げる措置をとるものとす

る。

(1) 請負業者に対し、施工体制台帳の提出を求め、必要に応じて内容の聴

取を行うこと。

(2) 共通仕様書に基づき施工計画書を提出させる場合において、必要に応

じて内容の聴取を行うこと。

(3) 段階確認、施工の検査等には原則として立ち会うものとし、施工体制

台帳及び施工計画書の記載内容に沿った施工がなされているかどうかの

確認その他重点的な監督業務を実施すること。



(4) 安全な施工の確保及び労働者への適正な賃金支払いの確保を図るため

必要な調査及び指導を行うこと。

(5) その他適正な施工の確保のため必要な措置を行うこと。

（閲覧に供する書面への特記）

第１１条 低入札価格調査制度の調査対象者が工事等を落札した場合は、当該

工事等に係る入札結果等を公表する際に、閲覧に供する開札調書又は公表

内容を記載した書面に「低入札価格調査実施」と記載するものとする。

（補則）

第１２条 この要綱に定めるもののほか、低入札価格調査制度に関し必要な事

項は、市長が別に定める。

附 則

この要綱は、平成２９年９月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和４年６月１日から施行する。



別表第１

別表第２

項 目 名 左に含む費目

直接工事費の額
直接工事費、直接製作費、機器単体費、設計技術費、処

分費等

共通仮設費の額 共通仮設費、間接労務費等

現場管理費の額 現場管理費、工場管理費、据付間接費、機器間接費等

一般管理費の額 一般管理費等

※算定方法についての留意事項

(１) 税抜きの工事費の内訳にそれぞれ対応する率をかけて合計する。た

だし、１円未満の端数処理は行わない。

(２) 消費税相当額を加算するため、(１)で算出した価格に１１０%を乗じ

１円未満の端数を切り捨てたものを調査基準価格(税込)とする。

(３) 予定価格(税込)の７５%を算出して１円未満の端数を切り上げたもの

を調査基準価格(税込)の下限額とし、予定価格(税込)の９２%を算出し

て１円未満の端数を切り捨てたものを調査基準価格(税込)の上限額と

する。

(４) 入札書比較価格(調査基準価格の１１０分の１００の額)の算出にあ

たり１円未満の端数を生じたときは、この端数を「切り上げた価格」

及び「切り捨てた価格」を算出する。

(５) (４)で算出したそれぞれの価格のうち、調査基準価格(税込)以上の

価格を入札書比較価格(税抜)とする。


